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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための円筒状の内部導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された少なくとも１つの円筒状の外部導体であって、連続す
る各外部導体は隣接した外部導体よりも大きな直径を有しており、その一部として開口リ
ングを有し、少なくとも１つの外部導体の１つが前記内部導体に対して前記内部導体及び
隣接した外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、外部導体の連続する
各ペアがキャビティを形成するように配置されており、各キャビティが予め選択された周
波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部導体と、
　径方向に向けられて各開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記内部導体及び前記外部導体間の前記各キャビティの内部に配置されるアイリスリン
グであって、前記内部導体に取り付けられ、前記内部導体に給電し、前記各キャビティ内
にアイリスリングを含む前記外部導体の連続する各ペアは、前記外部導体の連続するペア
の内側の１つに取り付けられ、前記外部導体の連続するペアの内側の１つに給電するアイ
リスリングと、
　各アイリスリングに結合された複数の隔壁とを備える同軸キャビティアンテナ。
【請求項２】
　各キャビティは、前記アイリスリングの周囲に等距離の間隔をあけた４つの隔壁を備え
る請求項１に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項３】
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　前記アイリスリングに接続された同軸ケーブルを更に備える請求項１に記載の同軸キャ
ビティアンテナ。
【請求項４】
　少なくとも１つの前記各外部導体の前記開口リングは、少なくとも１つの前記外部導体
から取り外し可能な部分を備える請求項１に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項５】
　前記内部導体は、端部が閉鎖された中空の円筒形状を備える請求項１に記載の同軸キャ
ビティアンテナ。
【請求項６】
　各外部導体に取り付けられた複数のケーブル支持部を更に備える請求項１に記載の同軸
キャビティアンテナ。
【請求項７】
　前記内部導体、少なくとも１つの前記外部導体のそれぞれ、複数の前記開口歯部、各キ
ャビティの内部に配置された前記アイリスリング及び各アイリスリングに結合された複数
の隔壁は、アルミニウム材料を備える請求項１に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項８】
　前記内部導体、少なくとも１つの前記外部導体のそれぞれ、複数の前記開口歯部、各キ
ャビティの内部に配置された前記アイリスリング及び各アイリスリングに結合された複数
の隔壁は、導電性複合部材を含む請求項１に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項９】
　予め選択された周波数帯域は、０．５０から２．０ＧＨｚのバンド幅を備える請求項１
に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１０】
　予め選択された周波数帯域は、２．０から８．０ＧＨｚのバンド幅を備える請求項１に
記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１１】
　予め選択された周波数帯域は、２．０から１８．０ＧＨｚのバンド幅を備える請求項１
に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１２】
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた円筒状
の内部導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された円筒状の外部導体であって、前記内部導体よりも大き
な直径を有しており、前記外部導体はその一部として開口リングを有し、前記外部導体が
前記内部導体に対して前記内部導体及び外部導体間にキャビティを形成するように配置さ
れており、前記キャビティが予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うた
めの大きさとされた外部導体と、
　径方向に向けられて前記開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記キャビティの内部に配置されたアイリスリングであって、前記内部導体に取り付け
られ、前記内部導体に給電するアイリスリングと、
　前記内部導体及び前記アイリスリングに結合された複数の隔壁とを備える同軸キャビテ
ィアンテナ。
【請求項１３】
　複数の前記各隔壁は、インピーダンス整合のために構成された実質的に階段状の外形を
備える請求項１２に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１４】
　複数の前記隔壁は、インピーダンス整合とアンテナの電界面と磁界面のパターン制御の
ために選択された階段状の構造を備える請求項１２に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１５】
　円筒状の前記外部導体の前記開口リングは、該開口リングの周囲に等距離の間隔をあけ
た１２の開口歯部を含む請求項１２に記載の同軸キャビティアンテナ。
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【請求項１６】
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた内部導
体と、
　前記内部導体を取り囲み、前記内部導体と略同軸に配置された第一及び第二外部導体で
あって、前記第二外部導体は隣接した前記第一外部導体よりも大きな直径を有しており、
前記第一外部導体が前記内部導体に対して前記内部導体及び前記第一外部導体間にキャビ
ティを形成するように配置されており、前記第二外部導体が前記第一外部導体及び前記第
二外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、各キャビティが予め選択さ
れた前記周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部導体と、
　複数のアイリスリングであって、各アイリスリングはキャビティの内部に配置され、隣
接した導体とキャビティを形成する導体の外部面と接触するための大きさとされ、更に、
隣接した導体の内部面と接触しない大きさとされ、前記外部面に接触する各導体に給電す
るアイリスリングとを備える同軸キャビティアンテナ。
【請求項１７】
　前記内部導体及び前記第一外部導体は、長軸及び短軸を有する楕円構造を備える請求項
１６に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１８】
　前記内部導体及び前記第一外部導体は、長さ及び幅寸法を有する長方形構造を備える請
求項１６に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項１９】
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた内部導
体と、
　前記内部導体と同軸に配置された第一外部導体であって、前記第一外部導体は前記内部
導体に対して前記内部導体及び前記第一外部導体間に第一キャビティを形成するように配
置されており、前記第一キャビティが予め選択された前記周波数帯域において電磁信号の
伝播を行うための大きさとされた第一外部導体と、
　前記第一外部導体と同軸に配置された第二外部導体であって、前記第二外部導体は前記
第一外部導体よりも大きな直径を有しておりその一部として開口リングを有し、前記第二
外部導体が前記第一外部導体に対して前記第二外部導体及び前記第一外部導体間に第二キ
ャビティを形成するように配置されており、前記第二キャビティが予め選択された周波数
帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた第二の外部導体と、
　径方向に向けられて前記第二外部導体の開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部
と、
　前記第一キャビティの内部に配置された第一アイリスリングであって、前記内部導体に
取り付けられ、前記内部導体に給電する第一アイリスリングと、
　前記第二キャビティの内部に配置された第二アイリスリングであって、前記第一外部導
体に取り付けられ、前記第一外部導体に給電する第二アイリスリングと、
　前記第二アイリスリングに結合された複数の隔壁とを備える同軸キャビティアンテナ。
【請求項２０】
　前記第二キャビティは、前記第二アイリスリングの周囲に等距離の間隔をあけた４つの
隔壁を含む請求項１９に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項２１】
　アイリスリングに接続された少なくとも１つの同軸ケーブルを更に備える請求項１９に
記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項２２】
　前記第二外部導体の前記開口リングは、前記第二外部導体から取り外し可能な部分を備
える請求項１９に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項２３】
　前記内部導体は、端部が閉鎖された中空の円筒形状を備える請求項１９に記載の同軸キ
ャビティアンテナ。
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【請求項２４】
　前記第二外部導体に結合された複数のケーブル支持部を更に備える請求項１９に記載の
同軸キャビティアンテナ。
【請求項２５】
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うようにサイズ決めされた内部
導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された外部導体であって、前記内部導体よりも大きな直径を
有し、その一部として該外部導体の一端部に開口リングを有し、前記内部導体に対して前
記内部導体及び外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、前記キャビテ
ィが予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部
導体と、
　径方向に向けられて前記開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記キャビティの内部に配置されたアイリスリングであって、前記内部導体に取り付け
られ、前記内部導体に給電するアイリスリングと、
　前記内部導体及びアイリスリングに結合された複数の隔壁とを備える同軸キャビティア
ンテナ。
【請求項２６】
　前記内部導体及び前記外部導体は、長軸及び短軸を有する楕円構造を備える請求項２５
に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項２７】
　前記内部導体及び前記外部導体は、長さ及び幅寸法を有する矩形構造を備える請求項２
５に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項２８】
　長手方向軸線を有し予め決められた周波数帯域の電磁信号の伝播のためのサイズとされ
た第一の同軸キャビティアンテナと、
　少なくとも１つの付加的な同軸キャビティアンテナであって、各々が予め決められた周
波数帯域の電磁信号の伝播のためのサイズとされ、各々前記第一の同軸キャビティアンテ
ナの長手方向軸線と一致した長手方向軸線を有する同軸キャビティアンテナとを備えた縦
スタック型同軸キャビティアンテナアレーであって、
　該縦型アレーの各同軸キャビティアンテナは、
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うようにサイズ決めされた内部
導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された外部導体であって、前記内部導体よりも大きな直径を
有し、その一部として該外部導体の一端部に開口リングを有し、前記内部導体に対して前
記内部導体及び外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、前記キャビテ
ィが予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部
導体と、
　径方向に向けられて前記開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記キャビティの内部に配置されたアイリスリングであって、前記内部導体に取り付け
られ、前記内部導体に給電するアイリスリングと、
　前記内部導体及びアイリスリングに結合された複数の隔壁とを備える縦スタック型同軸
キャビティアンテナ。
【請求項２９】
　前記内部導体及び前記外部導体は、長軸及び短軸を有する楕円構造を備える請求項２８
に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項３０】
　前記内部導体及び前記外部導体は、長さ及び幅寸法を有する矩形構造を備える請求項２
８に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項３１】
　前記内部導体が、端部が閉鎖された中空の円筒形状を有している請求項２８に記載の縦
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スタック型同軸キャビティアンテナアレー。
【請求項３２】
　長手方向の軸線を有し予め決められた周波数帯域の電磁信号の伝播のためのサイズとさ
れた第一の同軸キャビティアンテナと、
　少なくとも１つの付加的な同軸キャビティアンテナであって、予め決められた周波数帯
域の電磁信号の伝播のためのサイズとされ、各々隣り合う同軸キャビティアンテナの長手
方向軸線と平行な長手方向軸線を有する同軸キャビティアンテナとを備えた同軸キャビテ
ィアンテナアレーであって、
　前記第一の同軸キャビティアンテナと前記少なくとも１つの付加的な同軸キャビティア
ンテナとは、
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うようにサイズ決めされた内部
導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された外部導体であって、前記内部導体よりも大きな直径を
有し、その一部として該外部導体の一端部に開口リングを有し、前記内部導体に対して前
記内部導体及び外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、前記キャビテ
ィが予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部
導体と、
　径方向に向けられて前記開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記キャビティの内部に配置されたアイリスリングであって、前記内部導体に取り付け
られ、前記内部導体に給電するアイリスリングと、
　前記内部導体及びアイリスリングに結合された複数の隔壁とを備える同軸キャビティア
ンテナ。
【請求項３３】
　前記内部導体及び前記外部導体は、長軸及び短軸を有する楕円構造を備える請求項３２
に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項３４】
　前記内部導体及び前記外部導体は、長さ及び幅寸法を有する矩形構造を備える請求項３
２に記載の同軸キャビティアンテナ。
【請求項３５】
　前記内部導体が、端部が閉鎖された中空の円筒形状を有している請求項３２に記載の縦
スタック型同軸キャビティアンテナアレー。
【請求項３６】
　同軸キャビティアンテナを備えた同軸キャビティアンテナシステムであって、該同軸キ
ャビティアンテナは、
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うようにサイズ決めされた円筒
状の内部導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された円筒状の外部導体であって、前記内部導体よりも大き
な直径を有し、その一部として開口リングを有し、前記内部導体に対して前記内部導体及
び外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、前記キャビティが予め選択
された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部導体と、
　径方向に向けられて前記開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記キャビティの内部に配置されたアイリスリングであって、前記円筒状の内部導体に
取り付けられ、前記円筒状の内部導体に給電するアイリスリングと、
　前記内部導体及び前記アイリスリングに結合された複数の隔壁と、
　前記アイリスリングに接続された複数の同軸ケーブルと、
　アンテナフィードネットワークと
　を備えており、
　該アンテナフィードネットワークは、
　垂直直線偏波信号を発生する第一の１８０°ハイブリッドと、
　水平直線偏波信号を発生する第二の１８０°ハイブリッドと、
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　前記第一の１８０°ハイブリッドからの前記垂直直線偏波信号及び前記第二の１８０°
ハイブリッドからの前記水平直線偏波信号を受け取る９０°ハイブリッドとを備え、該９
０°ハイブリッドは、複数の前記同軸ケーブルから選ばれたものに接続される左円偏波信
号を発生し、複数の前記同軸ケーブルから選ばれた他のものに適用される右円偏波信号を
発生するようにされている同軸キャビティアンテナシステム。
【請求項３７】
　同軸キャビティアンテナを備えた同軸キャビティアンテナシステムであって、該同軸キ
ャビティアンテナは、
　予め選択された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うようにサイズ決めされた円筒
状の内部導体と、
　前記内部導体と同軸に配置された円筒状の外部導体であって、前記内部導体よりも大き
な直径を有し、その一部として開口リングを有し、前記内部導体に対して前記内部導体及
び外部導体間にキャビティを形成するように配置されており、前記キャビティが予め選択
された周波数帯域において電磁信号の伝播を行うための大きさとされた外部導体と、
　径方向に向けられて前記開口リングの周囲に配置された複数の開口歯部と、
　前記キャビティの内部に配置されたアイリスリングであって、前記円筒状の内部導体に
取り付けられ、前記円筒状の内部導体に給電するアイリスリングと、
　前記内部導体及び前記アイリスリングに結合された複数の隔壁と、
　前記アイリスリングに接続された複数の同軸ケーブルと、
　アンテナフィードネットワークと
　を備えており、
　該アンテナフィードネットワークは、
　複数の前記同軸ケーブルから選ばれたものに適用される垂直直線偏波信号を発生する第
一の１８０°ハイブリッドと、
　複数の前記同軸ケーブルから選ばれた他のものに適用される水平直線偏波信号を発生す
る第二の１８０°ハイブリッドとを備えている同軸キャビティアンテナシステム。
【発明の詳細な説明】
（発明の属する技術分野）
本発明は、概ね、アンテナ、特に、同軸キャビティアンテナに関するものである。
【０００１】
（発明の背景）
同軸アンテナは、相当長い間製造されてきた。しかしながら、それには、電界面（「Ｅ－
面」）と磁界面（「Ｈ－面」）パターンの差が、大きな欠点としてあった。特に、典型的
な同軸放射体において、Ｅ－面及びＨ－面の開口分布における差が原因で、周波数が高く
なるとＥ－面パターンが狭まってしまう。このように狭まることは、二重偏波アンテナに
おいては望ましくない。すなわち、最終的な結果は、偏波の一つの意味として、角度を広
くすると仰角が狭くなり、偏波の他の意味として、角度を狭くすると仰角が広くなる。二
重の円偏波同軸アンテナの場合については、これは、受容不可能な軸比パフォーマンスと
いう結果となるので望ましくない。同様に、二重の直線偏波同軸アンテナについては、Ｅ
－面及びＨ－面パターンの差は、ヴューカバー範囲において受容不可能な差となる。Ｅ－
面及びＨ－面パターンにおける差は、さらに、有用な作用バンド幅を限定する。
【０００２】
以前の同軸アンテナ技術は、ほぼ３０％の利用可能バンド幅を有する。これは、内側径導
体から外側径導体と、放射開口スタッブと、他の種々のフィード機構及び配置とを、種々
に組み合わせることにより、達成される。
【０００３】
（発明の概要）
従って、種々の偏波、高利得、広バンド幅で、分散特性が低いアンテナに対する要請が高
まってきた。本発明は、先行システム及び方法の欠点に取り組む同軸キャビティアンテナ
を提供する。
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【０００４】
本発明の一実施形態によると、同軸キャビティアンテナは、所望の周波数帯で電磁信号を
伝搬するような大きさである、ほぼ円筒形の内側導体を含む。同軸アンテナは、さらに、
内側導体とほぼ同軸に形成され、また、内側導体より大きな直径を有し、ほぼ円筒形の外
側導体を含む。外側導体は、外側導体の端部に配置された開口リングを含む。外側導体は
、内側導体と外側導体との間にキャビティ部を形成するように、内側導体に対して配置さ
れている。このキャビティ部は、所望の周波数帯において電磁信号を伝搬するような大き
さである。同軸キャビティアンテナは、さらに、開口リングの近傍に配置された複数の開
口歯と、開口リングから所望の間隔をあけてキャビティ部内に配置された虹彩状リングと
を含む。さらに、同軸キャビティアンテナは、内側導体及び虹彩状リングに連結された複
数の隔壁と、外側導体に連結された複数のケーブル支持部とを含む。
【０００５】
本発明は、多数の技術的利点を提供する。例えば、Ｅ－面が狭いという問題は、本発明に
よるアンテナにおいて最小限となる。本発明のアンテナは、±６０°のような適切な広角
に対して、及びサブバンドごとに１オクターブのような適切な広周波数バンド幅に対して
、実質的に対称のＥ－面及びＨ－面のパフォーマンスを示す。本発明の他の利点は、アン
テナが測距可能である点と、内側から外側までのキャビティ部の大きさ及び深さを適宜選
択することにより、マルチオクターブパフォーマンスを提供するように、アンテナを同軸
に入れ子状に重ね入れることができる点である。
【０００６】
本発明により提供された他の利点は、パターン制御、位相及び振幅のトラッキング、及び
交差偏波に関して、二重偏波と、高利得と、比較的小さなサイズ及び軽い重量と、広バン
ド幅と、振幅及び位相の優れたレスポンスである。これら全ては±６０°以上のヴュー範
囲を超えている。本発明によるアンテナは、０．５から２．０ＧＨｚ、２．０から８．０
ＧＨｚ、及び全体として２．０から１８．０ＧＨｚ帯のバンド幅を有して構成されてきた
。
【０００７】
本発明によるアンテナには、干渉計、偏波アンテナの素子として、及び種々のタイプの反
射器がフィードする際の素子としての適用方法がある。本発明を具体化するアンテナは、
非常に広いバンドシステムにおける使用のための、それらをすぐれたタイムドメインアン
テナとする分散特性を有している。本発明によるアンテナは、仰角ビーム幅を狭めること
により指向性（利得）を高めるように、垂直に積み重ねて配置することができる。さらに
、本発明によるアンテナは、機械部品がごく少ないので、機械加工及び組立が比較的単純
であり、繰り返し可能であることが分かった。
【０００８】
まとめると、本発明は、二重の直線偏波と二重の円偏波とを同時に生成可能である、新規
な、広いバンドで高利得のアンテナを提供する。同軸アンテナにおいてこれまで未知であ
った広バンド幅に対する望ましい対称のＥ－面及びＨ－面パターンは、本発明の物理的合
成により達成された。
【０００９】
他の技術的利点は、以下の図面、説明、特許請求の範囲により、当業者には容易に理解さ
れるだろう。
【００１０】
（好ましい実施の形態）
本発明によるアンテナの実施形態及びアンテナの利点は、図面の図１から図１３を参照す
ることにより、最もよく理解され、また、同様の番号が、種々の図の同様の対応する部品
に使用されている。
【００１１】
図１は、本発明の一実施形態を示す同軸キャビティアンテナ１０の図である。同軸キャビ
ティアンテナ１０は、中空の円筒内側導体１２と、対向する端部１６及び端部１８を有す



(8) JP 4428864 B2 2010.3.10

10

20

30

40

50

る円筒外側導体１４とを備えている。図示した実施形態において、内側導体１２は端部１
６において閉鎖されている。ただし、内側導体１２は端部１６において開放することもで
き、この開放空間は円形導波管アンテナとして機能させることができる。さらに、図示し
た実施形態では、同軸キャビティアンテナ１０の重量を低減させるように、中空内側導体
１２を組み込んでいるが、内側導体１２は中実とすることもできる。外側導体１４は、軸
線５０を中心に内側導体１２の近傍かつ概ね同軸に配置されている。内側導体１２と外側
導体１４の内径との間の環形部が、キャビティ部２０を形成している。
【００１２】
本発明及びその利点をさらに完全に理解するために、ここで、添付の図面に関する以下の
説明を参照する。
【００１３】
内部導体１２、外部導体１４、及びキャビティ２０は、ある周波数範囲で電磁波を効果的
に伝搬できる大きさに形成されている。図１に示すように、本発明に係るアンテナの実施
例では、内部導体１２の端部が、外部導体１４の端部から軸５０方向に沿って外方へ延び
ている。しかしながら、他の実施例では、内部導体１２の端部と外部導体１４の端部とが
軸５０方向で同一の位置になるように構成されている。図１に示すアンテナのすべての構
成要素は、低周波数域及び高周波数域それぞれにおいて、電磁波を効果的に伝搬できるよ
うに大きく或いは小さくすることができる。
【００１４】
図に示すように、外部導体１４は開口リング２２と基部１５とを備えている。開口リング
２２は、基部１５と一体的に形成してもよいし、基部１５とは別体で、基部１５に着脱自
在となるように構成してもよい。図に示す実施例では、開口リング２２は基部１５の外径
と同一の外径を有している。さらに、開口リング２２が別部材で基部１５と着脱自在に構
成される実施例では、開口リング２２が基部に強固に取り付けられるように開口リング２
２及び基部１５が形成されている。本実施例の分解図が、図７に示されている。
【００１５】
開口リング２２は、リングの内壁面で周方向に突出する複数の開口歯部２４を備えている
。図１に示すように、本発明に係るアンテナの実施例では、開口歯部２２は、三角形に形
成され開口リング２２の内壁面で等間隔に設けられるとともに、同軸キャビティアンテナ
の軸５０に向かってほぼ放射状に配置されている。開口歯部２２の一つの目的は、パター
ン制御(pattern control)である。より具体的には、開口歯部２２は、Ｅ面とＨ面の作用
を例えば±６０度の適正な広い角度でほぼ釣り合った状態にさせるように機能する。
【００１６】
同軸キャビティアンテナ１０は、図４及び図７に最も適切に示されるように、アイリスリ
ング(iris ring)２６をさらに備えている。アイリスリング２６は内部導体１２の外径と
ほぼ等しい内径を有している。しかしながら、アイリスリング２６の外径は外部導体１４
の内径よりも小さくなっている。アイリスリング２６は、キャビティ２０の内部で内部導
体１２に取り付けられているが、外部導体１４の内壁面２８には接触しないようになって
いる。
【００１７】
さらに、同軸キャビティアンテナ１０は、４個１組の開口ブロック或いは隔壁３０を有し
ている。図４に示すように、本発明に係る実施例では、隔壁３０は、階段に類似した形状
になっている。隔壁３０の形状と配設位置をより明確に説明するために、内部導体１２、
アイリスリング２６、及び隔壁３０を同じスケールで表したものを図４に示す。隔壁３０
は、アイリスリング２６と内部導体１２に取り付けられている。隔壁３０は、内部導体１
２に９０度おきに取り付けられ、対向する隔壁３０を通過する平面が軸５０を含むように
なっている。隔壁５０の一つの機能は、開口歯部２４とともにパターン制御を行うことで
ある。隔壁３０の他の機能はインピーダンス整合である。
【００１８】
上記のように示されたすべての構成要素は、導電性の部材で構成されるのが好ましい。ア
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ルミニウムは、かなり軽量でコストが安い。しかしながら、重量に影響しやすいものに用
いる場合には、導電性複合部材を使用することができる。
【００１９】
図５に示すように、複数のケーブル支持部３２が外部導体１４の内壁面に連結されている
。ケーブル支持部３２の数は、送受信信号に要求される（明確には図示していない）同軸
ケーブルの数と等しくなっている。図１及び図５に示す実施例では、４つのケーブル支持
部３２が用いられている。従来の同軸ケーブルでは、互いに絶縁された内部導体と外部導
体とを備えている。同軸ケーブルは、同軸キャビティアンテナ１０の端部１８からケーブ
ル支持部３２を通して給電される。同軸ケーブルの外部導体は、ケーブル支持部３２まで
延び、芯線の突出部分がケーブル支持部を通過してアイリスリング２６まで延び、これが
上記したように内部導体１２に接続される。アイリスリング２６とケーブル支持部３２と
は近接しているが、接触はしていない。
【００２０】
図７を参照すると、本発明に係る同軸キャビティアンテナ１０の実施例の組み立て図が示
されている。また、図８では、本発明の同軸キャビティアンテナの断面図が示されている
。
【００２１】
内部導体１２と外部導体１４の直径、及びケーブル支持部３２、隔壁３０、開口歯部２４
と連結されるアイリスリング２６の使用についての計算が、以下に示すようになされる。
上記したように、給電ケーブルが配設されてケーブル支持部３２にアースされており、こ
のケーブル支持部３２は、アイリスリング２６に延びる同軸ケーブルの芯線を備えている
。対向する給電ケーブル間の径方向の距離及びケーブル支持部３２の大きさ、ケーブル支
持部３２とアイリスリング２６との間隔、アイリスリング２６の直径及び厚さ、及び端部
１８とアイリスリング２６との分離は、すべて同軸給電ケーブルからアンテナへ効果的に
伝送するための役割を果たしている。この伝送は、インピーダンス整合および／または電
圧定在波比(VSWR)に関して特徴がある。隔壁３０と開口歯部２４とは、更なる整合サポー
ト(matching support)を与えているが、主としてＥ面とＨ面とを等化している。結局、キ
ャビティの全体的な深さがアンテナのパターン性能(pattern performance)に影響を与え
ている。上述したように、アンテナは広い周波数域で効果的なインピーダンス整合を提供
するものである。
【００２２】
偏波ダイバーシティは、フィードネットワークを使用することにより達成される。フィー
ドネットワーク３１０，３２０の一例を図６に示す。フィードネットワークの使用により
２つの直交する直線偏波、或いは両方の向き(sense)の円偏波(右と左)が生ずる。図６に
示すように、２つの１８０度ハイブリッド３４０はいずれかの場合に利用され、９０度ハ
イブリッドは、２重円偏波を得るために、フィードネットワークに対するハイブリッドの
後に追加される。特に、ＴＥ１１同軸モードは、対向配置された同軸給電ターミナル３３
０ａ，３３０ｂから給電信号によって励起(excite)され、同軸給電ターミナルは、等しい
偏角と、１８０度ハイブリッド３４０に対して互いに１８０度の位相ずれを有する。１８
０度ハイブリッドの出力それぞれは、直線偏波の１つの向き(sense)を与える。デルタポ
ート(delta port)は、終了する。このように１８０度ハイブリッド３４０を使用すると、
４つの同軸給電ターミナルからの信号が２つの直交する直線偏波に送信される。定義によ
れば、２つの直交する直線偏波が互いに９０度でオフセットされている。アンテナの向き
に依存して、これは垂直偏波及び水平偏波、２つの(±４５度に向く)傾斜偏波(slant lin
er polarization)、若しくは他の組み合わせになる。
【００２３】
続いて、９０度ハイブリッドを通して、これらの出力に接続することで、９０度ハイブリ
ッド３５０の出力ポートで右及び左円偏波が生ずる。フィードネットワークが図１に示す
ような単一の同軸キャビティアンテナで使用された場合であっても、ネットワークは、図
２及び図３と関連して以下に示すように、多重サブバンドを備えた同軸キャビティアンテ
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製される。
【００２４】
図２及び図３を参照すると、本発明の他の実施例を示すマルチバンド同軸キャビティアン
テナ１１０，２１０が図示されている。上述したように、同軸キャビティアンテナの大き
さは、図１に示すように、調整可能である。換言すると、異なる周波数帯域で使用できる
ように大きさを決めることができる。さらに、本発明に係る実施形態を示す同軸キャビテ
ィアンテナは、マルチバンドで動作するために入れ子にすることもできる。このように調
整されて入れ子にされているものが、同軸キャビティアンテナ１１０，２１０として図示
されている。同軸キャビティアンテナ１１０は、２つの同軸キャビティアンテナを備えて
いる。小さく高周波数のアンテナが、大きく低周波数のアンテナの中に入れられている。
同様に、同軸キャビティアンテナ２１０は、３つの同軸キャビティアンテナを備えている
。本発明のアンテナは、図１，２，及び３に示すものに限定されるものではない。アンテ
ナの数と大きさは、本発明のアンテナの形態を構成するように変更可能である。
【００２５】
同軸キャビティアンテナ１１０，２１０に入れ子にされている各アンテナの構成要素は、
図１に関連して示される同軸キャビティアンテナ１０のそれと同様である。各構成要素は
、大きさのみ相違している。したがって、図２及び図３のアンテナの構成については、再
度記載をしない。複数のアンテナを入れ子にするために、アンテナの最も内側の外部導体
が、その次に囲むアンテナの内部導体として作用する。これが連続するアンテナについて
繰り返されている。さらに、入れ子にされている各アンテナは、（明確には図示しない）
４つの同軸ケーブルと４つの同軸給電ターミナルとを別々に有している。このような同軸
ケーブルは、同軸キャビティアンテナ１０に関して上記したように、各アンテナに接続さ
れている。
【００２６】
図９を参照すると、低周波数或いは高周波数の電磁波を効果的に伝搬するアンテナを調整
するための寸法が示されている。図９に示すアンテナの各部分は、アンテナの各部の詳細
を示した図１と同様の符号で示されている。図９で示される各寸法を示す記載は、表１に
示されている。
表１
寸法
Ｒ１－　外部キャビティの内半径
Ｒ２－　内部キャビティの外半径
Ｒ３－　給電プローブ芯線の外側部までの半径
Ｒ４－　給電プローブ芯線の中心までの半径
Ｒ５－　給電プローブシェルフ(probe shelf)までの半径
Ｆ－　　給電リングの厚さ
Ｇ－　　給電リングから給電プローブまでのギャップ幅
Ｈ－　　キャビティ基部から給電プローブまでの高さ
Ｉ－　　給電プローブの上端から開口までの高さ
表１とともに図１及び図９を参照して、単一のサブバンド同軸キャビティアンテナの寸法
が表２に示されている。
【００２７】
【表２】
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【００２８】
図１を参照すれば、示された寸法は、２．５ＧＨＺ～４．５０ＧＨｚの周波数域で作動す
るシングルサブバンド同軸キャビティアンテナのためのものである。この寸法は、図９に
示され、表１に説明されている。
【００２９】
図１０Ａを参照すれば、図１及び図２の２重サブバンド同軸キャビティアンテナ１１０に
示された１２個の歯部２４のうちの１つが図示されている。図１０Ｂは、図１の同軸キャ
ビティアンテナ１０及び図２の２重サブバンド同軸キャビティアンテナ１１０に示された
隔壁３０の２つの部分を図示している。表３には、２．５０ＧＨＺ～４．５０ＧＨｚの周
波数域で作動する図１のシングルサブバンド同軸キャビティアンテナ１０の歯部２４の各
々の寸法が与えられている。表４は、２．５０ＧＨＺ～４．５０ＧＨｚの周波数域で作動
する前記シングルサブバンドアンテナの隔壁３０の２つの部分の寸法を与えている。他の
周波数では、表２，３及び４に与えられた寸法は、要求に応じて調節される。
【００３０】
【表３】

【００３１】
【表４】
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表５，６及び７に、図２に示された２重サブバンド同軸キャビティアンテナ１１０の寸法
が例として与えられている。表５，６及び７に与えられた寸法は、０．５０ＧＨｚ～０．
１０ＧＨｚの周波数域で作動する低い方のサブバンドと、０．１ＧＨｚ～２．００ＧＨｚ
の周波数域で作動する高い方のサブバンドとを備える、０．５０ＧＨｚ～２．００ＧＨｚ
の周波数域で作動する２重サブバンドアンテナのためのものである。図９，１０Ａ及び１
０Ｂと表１とに、表５，６及び７と図２の２重サブバンド同軸キャビティアンテナ１１０
との寸法の関係を示すための参照記号が付されている。表６及び７に関し、これらの表の
各々の寸法の最初の又は上方の一組は、０．５０ＧＨｚ～１．００ＧＨｚの周波数域での
下方のサブバンドのためのものであり、表６及び７の下方の寸法の一組は、１．００ＧＨ
ｚ～２．００の帯域におけるサブバンドのためのものであることに気付く。これらの寸法
は、表５，６及び７によって与えられた寸法の周波数域より高いか或いはより低い周波数
域で作動するアンテナに対しては、その率に応じて定められる。
【００３３】
【表５】

【００３４】
【表６】

【００３５】
【表７】
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【００３６】
図１１を参照すれば、整形され電磁波を伝搬させる本発明に係る同軸キャビティアンテナ
の一実施形態が示されている。図１１の同軸キャビティアンテナ４１０は、楕円形に形成
された内側導電体４１２と同じ楕円形に形成された外側導電体４１４とを有している。図
１１の整形された同軸キャビティアンテナ４１０は、図１に記載されたような環状に配置
された隙間歯部と、（図１にも示されている）隙間ブロック又は隙間隔壁を有している。
整形された同軸キャビティアンテナ４１０はまた、図５及び図７に示されたようなケーブ
ル支持体３２を有している。従って、図１のアンテナから図１１のアンテナの変更は、楕
円形の内側導電体４１２と同じ楕円形の外側導電体４１４にあることが分かる。
【００３７】
図１１に関し、図２及び図３に示されたような多重バンド同軸キャビティアンテナは、整
形された電磁波を伝搬するために、楕円形の内側導電体及び外側導電体を有することがで
きるということにも気付くべきである。
【００３８】
図１２を参照すれば、同軸キャビティアンテナを垂直アレイに組み込んだ本発明の一実施
形態が示されている。図示のように、シングルサブバンド同軸キャビティアンテナ５１０
は、シングルサブバンド同軸キャビティアンテナ５１２に対して垂直方向に配置されてい
る。本発明に係るこれら同軸キャビティアンテナの垂直アレイは、ビーム幅を小さくする
ことによって、指向性（利得）を増加させることにある。図１２は、２つのシングルサブ
バンドアンテナのみを図示しており、図１に関して垂直アレイを記載しているが、更に指
向性を高めるために、垂直方向にアンテナを追加して配列しても良い。さらに、図２及び
図３の多重バンド同軸キャビティアンテナを垂直方向に配列し、電磁波の伝搬に増幅され
た指向性を付与しよても良い。アンテナ５１０、５１２は、図１のアンテナに関して記述
された種々の部分を含むことに気付くべきである。
【００３９】
ここで図１３及び図１４を参照すれば、本発明に係る同軸キャビティアンテナのラインア
レイ（直線配列）が図示されている。図１３及び図１４のアンテナは、反射フィード線と
して図示されているが、このことは例示であってこれに制限されるものではない。図示の
ように、このラインアレイは、受信同軸キャビティアンテナ６１０の水平ラインと送信同
軸キャビティアンテナ６１２の水平ラインとを有している。アンテナ６１０と６１２のラ
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インアレイは、支持体６１４上に搭載され、リフレクター６１６から離隔されている。
【００４０】
同軸キャビティアンテナ６１０及び６１２は、図１に示されたようなシングルサブバンド
アンテナ１０を備えている。これらのアンテナは、その作動システムの周波数帯幅に応じ
て大きさを定められる。
【００４１】
上述した本発明に係る種々のアンテナは、多くの応用を有している。これらの応用は、広
帯域、可変周波数、高利得、及び偏波ダイバースのアンテナとしての使用を含む。この同
軸アンテナは、正確な方向検知を遂行するためのインターフェロメトリーアレイの一要素
として使用され得る。前記アンテナは、レーダー警告受信アンテナとしても使用され得る
。この同軸アンテナの独特のパターン性能は、エミッター偏光を特徴づけるための極めて
高い精度の偏向分析アンテナとして使用することも可能である。さらに、このアンテナの
環状対称性は、実質的に等しい方位角と仰角パターン性能を付与する。
【００４２】
幾つかの応用のために、長距離のプラットフォームのように、広い方位角と狭い仰角のパ
ターン性能を有することが要望され得る。これは、アンテナの形状を、図１１に示すよう
に楕円又は矩形に変形することによって達成され得る。その長くした寸法は、ヴューカバ
ー範囲をより狭くし、アンテナの指向性を増す。このことは、２つの同軸アンテナを垂直
方向に積み重ねることによっても達成され得る。
【００４３】
本発明の広帯域同軸アンテナは、個々のアンテナ要素としての使用に加えて、図１３及び
図１４に示されたようなリフレクターアンテナのためのフィード体としても配列され寄与
し得る。本発明の技術を組み込んだ複数の同軸アンテナは、広周波数域に亘り、且つほぼ
頂点に中心をおいてヴュー範囲の最低１２０度に亘り、平坦な位相反応を示す。この反応
は、平坦な振幅反応である。このことは、該アンテナが、超高速パルスの受信及び送信の
ための広帯域アンテナ及び極広帯域アンテナとして使用され得ることを許容する。本発明
の同軸アンテナは、カセグレイン式、グレゴリー式、コーナー式、パラボラ式、或いは、
円筒型のリフレクターとして使用される際に、全最大作動帯域に亘って高利得を示す。
【００４４】
カセグレイン式及び円筒型のシングルリフレクターアンテナが、これまでに製造されてい
る。ガセグレイン式リフレクターアンテナの作動帯域全般に亘る利得は、少なくとも最低
３０ｄＢである。このリフレクターは、組み込まれたフィードネットワークを介して単偏
極又は全偏極のために構成された同軸アンテナを使用する。フィードネットワークを備え
る結果として生じるリフレクターアンテナは、水平方向、垂直方向、右回り、及び左回り
の４つの基本偏極を含む全偏極において受信し或いは送信する。
【００４５】
本発明のアンテナは、如何なるタイプのリフレクターのためのフィード体としても有用で
ある。しかしながら、円筒型のものについては、そのアンテナは、ラインフィードアレイ
に配置され、そのリフレクターの変化の無い平面で電子的に走査される。オフセットライ
ンアレイは、最初に繋がれたラインアレイの隣に配置され、その結果、そのリフレクター
アンテナは、同じ口径エリア内で作動する多重帯域全般に亘り有用なものとなる。
【００４６】
本発明及びその利点を詳細に記述してきたが、請求の範囲に記載された本発明の精神及び
範囲を逸脱しない限りにおいて、種々の交換、代替、及び変更がなされ得る。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の実施形態を示す同軸キャビティアンテナの等測図である。
【図２】　本発明の実施形態をさらに示すマルチバンド同軸キャビティアンテナの等測図
である。
【図３】　本発明のさらに別の実施形態を示すマルチバンド同軸キャビティアンテナの等
測図である。
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【図４】　図１の同軸キャビティアンテナの内部の等測図である。
【図５】　図１の同軸キャビティアンテナの外部の等測図である。
【図６Ａ】　本発明のアンテナとともに使用するためのアンテナフィードネットワークを
示すダイヤグラムである。
【図６Ｂ】　本発明のアンテナとともに使用するためのアンテナフィードネットワークを
示すダイヤグラムである。
【図７】　本発明の実施形態を示す同軸キャビティアンテナの分解図である。
【図８】　本発明による同軸キャビティアンテナの断面図である。
【図９Ａ】　アンテナの寸法を確認する、本発明による同軸キャビティアンテナの概略図
である。
【図９Ｂ】　アンテナの寸法を確認する、本発明による同軸キャビティアンテナの概略図
である。
【図１０Ａ】　前出の図の同軸キャビティアンテナ用の開口歯の概略図である。
【図１０Ｂ】　前出の図の同軸キャビティアンテナ用の虹彩環状隔壁の概略図である。
【図１１】　本発明の実施形態を示す、円以外のパターンを放射するための同軸キャビテ
ィアンテナの等測図である。
【図１２】　図１から図３の実施形態により示された垂直に配置された同軸キャビティア
ンテナの等測図である。
【図１３】　図１から図３の実施形態により示された直線に配置された同軸キャビティア
ンテナの等測図である。
【図１４】

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６Ａ】

【図６Ｂ】
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【図７】 【図８】

【図９Ａ】

【図９Ｂ】

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】

【図１１】
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【図１４】
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